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1.は じめ に

経済 構造の転 換が 叫ばれ て久 しい。雇用 も例外 で はない。 そ して、 リス トラを0段 落 さ

せ た製造 業 によ うや く業績 回復 の兆 しが認 め られ始 め た矢 先 に、金融機 関 の破綻が 相次 ぐ

こ とによ って、 雇用不 安 は増 幅 され 、雇用流 動化 の本格 的到来 を暗示す るか の よ うな実態

を示す 完全失業 率、倒産 件数 とい った経済統 計指標 が発表 され始 めて きた。 本稿 の基本 的

課題 は、 日本、 ア メ リカ、 カナ ダの上 場企業(継 続 企業)を 主対 象 に、デ ー タベ ー ス収録

全社(以 下、全 社 と表記 す る)の 動 向を踏 まえっっ 、製造業 、非 製造業 とい う分類 を基礎

に、常 用従 業員数(以 下 、従業 員数 と略称す る)を 規定す る要 因を比較検 証 す る ことに あ

る。 この雇 用規定 要因 の比較検証 は、個 別企 業 レベ ルのパ ネル デー タに よる分 析(以 下、

パ ネル デー タ分析 と略称 す る)を 中心 に試み られ る ことにな るが 、集計 デ ータを用 いた就

業構 造 の比較 検証 も行わ れ る1)。

使 用す る主 た るデ ー タベ ー ス は、 日本 企業 につ いて は、r開 銀 企業 財 務 デ ー タバ ンク

(会計年 度 の正規 化 あ り)』 の 『個 別決 算 デー タ』で あ り、 ア メ リカ、 カ ナ ダ企 業 にっ い

て は、COMPUSTATデ ー タベ ー スの うち、IndustrialAnnualFiles(ア メ リカ継続 企

業 デ ー タベ ー ス)、CanadianFile(カ ナ ダ企業 デ ー タベー ス)で あ る。分 析 対象 期 間 は、

1978年 か ら1996年 であ り、1996年 時点 にお け る主要分 析対 象企業 数 は、全 社、製造 業 、そ

れ ぞれ 、 日本 、2076社 、1280社 、 ア メ リカ、2023社 、1009社 、 カナ ダ、473社 、197社 で

ある。従 業員数 がデ ー タベ ース に収 録 されて いない 日本のr連 結決算 デ ー タ」 は使用せ ず、

また、ア メ リカ、 カナ ダ企業 の うち、売上 高が ゼ ロの企 業 は、 集計 の対象外 と して いる。
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本 稿で は、 また、 ア メ リカの店 頭 企業 、非 継 続 企業 を も、 補 完 的分 析 対 象企 業 とす る。

デー タベ ース名 は、 それ ぞれ 、Full-CoverageFile、IndustrialReseachFileで あ る。

その1996年 時点 にお け る収録 企業数 は、全 社、製 造 業、 それ ぞれ、店 頭企業 、3339社 、21

45社 、非継 続企 業 、24社 、11社 で あ る。 日本 の 同時 期 にお け る非 継続 企業 数 は、7社 、5

社 であ り、 日本の非継 続企業 も補 完的分析 対象企 業 とされ る。 なお、継続 企業、 非継続企

業 と もに、分 析対象 企業 は、 当該 国の証券 取 引所 に上場 して いる企業 のみで あ り、店頭企

業 お よび諸外 国の 上場 企業 は含 まな い。

2.日 ・米 ・加企業 の雇 用規定 要因 の比較:分 析 対象指 標 と方法

本稿 は、 日 ・米 ・加(以 下、適 宜、 表記略称 を使 用す る)製 造業 およ び非 製造業 にお け

る従業 員数を規定 す る要因を 、個別企業 レベ ルの デー タを時系 列 によ って分析 す るパ ネ ル

デ ー タ分 析 に基 づいて 、比較検 証す ることを基 本 的課題 と してい る。 従業 員数を規定 す る

要因 と して、本 稿で使 用す る変 数 は、売 上 高、売 上原価 、販売 費 および一般 管理費(以 下、

販管 費 と略称す る)、 固定資 産 、固定負 債 、 自 己資 本、 付加 価値 の分 配 と しての人件 費、

発行済株 式数 、最高株 価、一株 当た り営 業利 益、配 当金 で あ る。 これ ら諸 変数を独 立変数

と し、従業員数 を従属 変数 とす るパ ネルデ ー タ分析 を実 行 して いる。従業 員数を決定 す る

独立 変数 につ いて ほぼ同 じ変 数を用 いて分析 す る ことに よ って、従業 員数 への独立 変数の

影響 の相違 と、従業 員数 に対 す るそれぞれ 固有 の決定要 因 を探 る ことを意 図 して い る。 同

じ独 立変数 によ って決 定 されて い るのか、 あ るいは、異 な る要因 に よるのか、 また、 いか

な る方 向で影 響 を受 けて い るのか 、 こ う した基本 的傾 向を 明 らか に してい く2)。

3.日 ・米 ・加企業 の就 業構 造

3.1.日 ・米 ・加 企業 の就業構 造:全 体 的動 向

日 ・米 ・加製造業 と非 製造業 にお け る雇用規 定要 因を比較 検証 す るまえ に、集 計 デー タ

を基 礎 に、それ ぞれの就 業構造 を概略比 較 してお きたい。 集計結 果 は グラフ化 し、巻末 、

資 料1に …括表 示す る。 なお 、紙 幅 の制約 によ り、記 述 の多 くは グラ フに代 え ざるをえな

い。

巻末 、資 料!(以 下、表 記 を略す)、 図1～ 図5は 、従 業 員数 の動 向を 示 してい る。全

社 で は、 アメ リカだけが、1996年 時点 にお いて、過 去最 高の雇 用を記録 して お り、 その数

は約2375万 人 に達す る。 同時期 に、 日本で は約487万 人 、 カナ ダで は約133万 人が 雇 用 さ

れて い る。雇 用者数 が 一貫 して ア メ リカ店 頭企 業を 下回 って い る日本 は、1993年 を転 機 に、

上場 企業が雇 用の受 け皿 と しての機能 を喪 失 させ始 めて い る。その 日本 よ り早 く雇 用吸収

機i能を低下 させ たの は、 カナ ダであ り、1990年 代 に は辛 う じて横 ばいを維持 して い るにす

ぎない。製造 業の場C_1、1996年 時点 で過 去最 高の雇 用者 数を誇 るのは、や は りア メ リカだ
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け にす ぎず 、 日本 は1993年 を頂点 に雇用者 数が 減少 して い る。 カナ ダは1989年 が ピー クで

あ る。1979年 を山 とす るア メ リカ店 頭企業 も、1988年 以 降完全 に抜か れ た 日本 に追 い付 け

ない状況 にあ る。非 製造業 は製造 業 と比較 す る と、 力強 い足取 りで従 業員数 が増 加 して い

るが、1996年 に過 去最 高 に達 して い るの はア メ リカ、 ア メ リカ店 頭企 業だ けで あ る。残 る

日本 は1995年 、 カナ ダは1993年 を最高 水準 と して い る。

図6～ 図10に み る従 業員 数 の増 減率 の平 均 は、 全社 で は、 日本 、1.3%、 米 、2.0%、

加 、2.0%で あ る。 日米加 いずれ も対前 年 比で従 業員 数削 減期 を有 す るが 、1994年 以 降の

日本 に認 め られ る3期 連続 の減少 は、 日本 に と って初 めて経験す る事 態で あ るのみ な らず、

米加 に も認 め られ ない現象 であ る。 日本 の この現象 は、製 造業 の落 ち込 み を非製造 業が 吸

収 しきれな いた めに生 じて い る。そ の非製造 業 も1996年 に は対前年 比 でマ イナ スに転 じて

い る。 カナ ダの横 ばい現象 も、製造 業の落 ち込み を非製造 業が カバ ーす る ことによ って、

維持 され て い る。 ただ し、 日本 と異 な り、従 業員数 は非製造 業が製 造業 を上 回 って いる。

アメ リカの場合 、抑制 気味 の製造業 と並ぶ ところまで人員増 を重 ねて きた非製 造業 の雇 用

吸 収力 の伸 びが際立 って い る。 ア メ リカ店 頭企 業 において は、1988年 以 降、製 造業 を上 回

る非 製造業 が雇 用の受 け皿 と して 中核 的役割 を果 た して い る。製造 業、 非製造 業 の従業 員

数 の増減 率 の平均 は、 それ ぞれ、 日本、0.5%、3.1%、 米 、0.6%、4.0%、 加 、1.4%、

2.7%で あ る。

図11～ 図15は 、一 社 当た り従 業員数 の推移 を示 して い る。基調 と して はいず れ も抑制 傾

向 にあ る。従業 員数 と異 な り、 カナ ダは相対 的に規模 が大 き く、 日本 も1991年 以 降、 ア メ

リカ店 頭企 業 を超 えて い る。 その 日本 は もっとも遅 く、1986年 に ピー クを記録 して いる。

1986年 以降、1992年 を除 いて、非製造 業が 製造業 を上 回 って い る こと も、米加 には認 め ら

れ ない 日本 の特 徴 といえ るよ うであ る。 ア メ リカ店頭 企業 も1982年 以 降、非製 造業 が製 造

業 を超 え て い る。 もっと も、 カナ ダの1996年 に逆転 現象が み られ るよ うに、 米加 と もに ほ

ぼ 同規模 に収敏 しっっ あ る。 製造業 と非製造 業の従 業員数 を比較 した指 標 の推移 は、 図16

で確認 で きる。

図17は 、全 体 に 占め る製造業 の従業 員数 の構 成比 率を表 わ して い る。 製造業 の ウエ イ ト

は、 日、米 、加 の順 で高 いが 、いず れ も低下 傾 向にあ る。 この指標 の平均 は、 日本 、65.5

%、 米 、57.5%、 加 、46.5%で あ る。

3.2.日 本の現 状:マ スタープ ラ ンな き雇 用調整

本稿 の課題 は 日米加比 較 にあ るが、 日本 のデー タベー スに は、 米加 に は利 用で きな い男

女性別従 業 員数等 の変 数が収 録 されて い る。 これ らの変数 を用 いて、1994年 以降3期 連 続

して全 社の従 業員数 が削 減 され て い る日本 の状 況 に、 こ こで、簡単 に触 れて お きた い。

上 場 企 業全 社 の従 業 員 数 は、1996年 時点 にお い て、最 高 水 準期 の1993年 と比較 して 、
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一2.0%、99811名 の 削減 を記録 して い る。同 時期 に製造 業が 、-5.1%、156759名 を削 減す

る一方 で 、非製 造業 は、3.0%、56948名 の人 員増 を図 って い る。非 製造 業の対 前年 比 で

のマ イナス期 は、1996年 のみで あ る。 図18、 図19は 、男 女性別 従業 員数 とその増 減率 の推

移 を表 示 して いる。全 社か らみ ると、1994年 以降 、対1993年 比 で、男 性 は 一〇.8%、31801

名、女性 は 一7.8%、67800名 削 減 されて い る。1995年 に増加 を示 す男性 に対 して 、女性 は

3期 ともマ イナ スであ る。製造業 の場合 、男 女性 いずれ も3期 連 続 してマ イナス とな って

お り、全 社 と同期比 で、 その人員 減 は、男性 、-4.1%、105356名 、 女性 、-10.2%、5140

3名 に及 ぶ。 他方 、非製 造業 に おいて は、1996年 にのみ減少 してい る男 性 は、4.9%、735

55名 増 、1995年 以 降 マイナ スに転 じて い る女性 は、-4.5%、16397名 減 とな って い る。製

造 業、非製 造業 ともに、 女性 の減少率 が高 く、結 果 と して、全従 業員 に 占め る男性従業 員

の構成比 率 は、 図20に み るよ うに、 いずれ も過去最 高 とな って い る。 出向者 、臨時従業 員

に 目を転 じる と、図21～ 図24に み るよ うに、全社 、非製造 業で は、 出向者を増 加 させ 、臨

時従業員 を増加 させ る(た だ し、全 社 の1994年 はマ イナスで あ る)と い う行動 が とられて

い る。製 造業 にお いて は、 や は り出向者 を増加 させ て い るが、 臨時従業 員 は、1996年 に増

加 に転 じた にす ぎない。製 造業 の深刻 さが理 解で きる。 この よ うに、集 計デ ー タか らみ る

か ぎ り、 日本企業 は基本 的 には、従業 員を削 減 しっっ、 出向者 を増 加 させなが ら、臨 時従

業 員増 に よ って就業 不 足 を補 うとい う形 で雇 用調 整を進 め る傾 向が あ るとみ られ る3)。こ

う した雇用 調整パ ター一ンは、一般 に周知 の ことで もあ る。

だが、雇 用状況が 改善 されて きて い るとは思え ない。今 回の雇 用調整 は、結 果 と して、

全社 、 その中核で あ る製造 業 の臨時従業 員 を含め た雇用創 出機能 を喪失 させて い る。 こう

した初 めての経験が もた らした代 償の 一つ は、男性 中心化 、 そ して、 高齢化、勤 続長期 化、

高給 化の進 展で あ る。平 均年令 、平 均勤続 年数 、平均 給与月 額 の推 移 を図25～ 図27に み る

と、 いず れ も1996年 時点 にお いて 、過去 最高 の水準 に達 して い る。 この状 況 をみ るか ぎ り、

日本 の雇用調 整 は事 態を 改善す るとい うよ りもむ しろ深刻 化 させ る役割 を担 って い るよ う

に思 えて な らな い。 問題解 決を先 送 りす る行動 しか とれ ない 日本 企業。 日本企業 は雇用 調

整 につい て も、 マス タープ ラ ンを もたな いよ うで あ る。

4.日 ・米 ・加 企業 にお ける雇用規 定要 因 の比 較

従業 員数 の集 計 デー タは、概 略なが ら も、 日 ・米 ・加企 業 にみ られ る就 業構造 の傾 向を

明 らか に した。 ここで は、パ ネルデ ー タ分 析 を基礎 に、 この よ うな従業 員数 を規定す る要

因 の比 較検証 を試み たい。推 計 は、yeardummyを 入 れて行 い、 また、1期 の タイム ラグ

を入れ てい る。サ ンプルの性質 か ら、within(fixedeffects)estimationで 十分 に説 明可能 と

み な しうるので、本稿 で は、そ の推計結 果の みを表 示す る。 詳細 は巻末 、資料2と して掲

載 して い る。 こ こで は、 独 立変数 につ いて 、統 計的 に有 意 でな い数値 につ いて は、"0"
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で表 示 し、有 意 な数 値 について は、従属 変数 の決定 に対 して影 響 を与え る方 向を示す プラ

ス とマイ ナスの符号 によ って要約 した、下 記 の表1、 表2に 基 づ いて、簡 単 な説 明を加 え

た い。 この要 約表 の提示 に よ って、本稿 の基本 的課題 は ほぼ充 足 され た ことにな るか らで

あ る。 なお、 表 中の符 号 につ いて は、巻末 、資料2を 参 照願 いた い。

4.1.日 ・米 ・加 製造業 にお ける雇用規 定要 因の比較

製造業 か らみて い こ う。

独立 変数 との関係 をすべ て同一 とす るパ ター ンの企業群 は、 当期、 前期 と もに存在 しな

い。本稿 の関数 式 は、業績 が向上 すれば、従 業員数 が増加 す る と仮定 して い る。 日本 、 ア

メ リカの当期 は、 フ ロー変数 との 関係 において、 この仮定 を検証 してい る。他 は、相互 に

も異 な る関係 を示 して いる。前期 につ いて も、 日本 は非継 続企業 を も含め て、 この仮定 に

当て はま る関係 を みせて い る。 また、前期 、 当期 と もに、 日本 は コス ト変数 との関係 が他

よ り相対 的 に強 い。 ア メ リカ非継続 企業 もコス ト変 数 との関係が 米加企 業 の中で は相対 的

に強 くな って い る。

UCK

UCL

UCM

UCC

UCI

UCJ

UAF

UDT

UDB

UBW

UDN

表1パ ネルデータ分析結果の 日米加比較要約表

従業員数を従属変数とする関数式

固定効果モデル

製造業

日本 個別 日本 個別 アメリカ アメリカ アメリカ

収録継続 収録非継続 継続 非継続 店頭

+(+)

一(一)

一(一)

一(+)

+(+)

of-)

+(一)

一(一)

+(+)

一(一)

o(+)

()は 前期

)

)

)

)

)

)

)

)

)

)

)

+

一

一

〇

+

+

0

一

〇

一

〇

(

(

(

(

(

(

(

(

(

(

(

0

0

一

一

+

+

+

一

〇

〇

一

+(+)

一(o>

一(+)

+(一 〉

一(一)

oc-〉

+(+)

of+)

o(+)

o(o>

(0)

一(0)

+(o>

+(一)

一(一〉

+(+)

+(一)

+(+)

一(o>

一(+)

o(o>

+(o>

+(一)

一(+)

o(+)

一(一)

+(…)

+(+)

+(一)

一(+)

+(+)

+(o>

0(0)

カナダ

o(+)

OC…)

+(o>

o(一)

+(+)

o(+)

o(o>

一(o)

0(0)

0(0)

0(0)

ス トック変数 との関係 にお いて は、 当期 で は、 日本 非継続企 業、 ア メ リカ非継 続企 業 、

ア メ リカ店頭 企業 が同 じ関係を みせて い る。 日米 は ともに関係 の在 り様 が異 な って お り、

資金 の調 達、 運用行 動の違 いが反 映 され て いる。前期 の場合 、すべ てパ ター ンが異 な って
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い る。 こ う した ス トック変 数 との関係 は、 いず れ も強 い とはいえ ない。

付加価 値 の分 配 と して の人件費 との 関係 は、 カナ ダを除 くと、 当期 の場合 、す べて プ ラ

スの関係 が認 め られ る。 日本 の場 合、非継 続企 業 と ともに、人 件費 との 関係 は米加 の諸 企

業群 よ り強 くな ってい る。 株式諸 指標 との関係 につ いて は、 いずれ も相対 的 に強い関係 が

認 め られ る。 ま た、 と くに企業価 値 との関係 にお いて 、ア メ リカの資 本市場 が企 業行動 を

適 切 に評価 して い るこ とが うか がえ る点 が注 目され る。 ア メ リカだけが 、前期 にのみ 、企

業 価値 と有意 な プ ラスの関係 を も って い る。 この こ とは、資 本市場 が前期 の業績 を確認 し

てか ら、企業 行動 を評価 して い る ことを表わ して い る。 アメ リカ資 本市場 の健全 性 を垣 間

見 る ことが で き る。

日本 はア メ リカ店頭企 業 とともに、従 業員数 を有意 に規定 す る要 因が相 対 的に多 く、 そ

れ だけ、他 の諸企 業群 以上 に、その規 定の複雑 な様相 が理解 で き る。 また、 こう した 日本

には、 フ ロー、 ス トック変数 とは前期 に よ り強い関係 を有 し、株式 諸変数 とは当期 に よ り

強 い関係 を もっ とい う他 の企業 群 にはみ られな い特徴 が認 め られ る。

4.2.日 ・米 ・加非 製造業 にお ける雇用規 定要因 の比較

UCK

UCL

UCM

UCC

UCI

UCJ

UAF

UDT

UDB

UBw

UDN

表2パ ネルデータ分析結果の日米加比較要約表

従業員数を従属変数とする関数式

固定効果モデル

非製造業

日本 個別 日本 個別 アメリカ アメリカ アメリカ

収録継続 収録非継続 継続 非継続 店頭

+(+)

O

(o)

(一)

+(+)

一(+)

+(一)

(`)

+(+)

一(一)

oC+)

()は 前期

10)

+(0>

0(0)

+(0>

+(o)

O

+(一)

oc-)

0(0)

0(0)

+(0>

;()

+(+)

+(+)

(.+)

O

,()

+(一 〉

一(+)

+(+)

0(0)

+(+)

O

+(+)

+(+)
_.

+(一)

一(〉

+(+)

'()

O(一)

(0)

(.)

カナダ

一〉

+(一)

0()

0(一)

斗(+)

:(一)

+(一)

0(0)

一(+)

0(0)

`(0)

非 製造業 の場 合、製 造業 と同様 に、独立 変数す べてが 同一の 関係 を示す企 業群 は、 当期、

前期 と もに、 や は り存在 しない。 フロー変数 との関係 において 、業績 向上が 従業 員増 につ
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なが る企 業群 は、 当期、前期 の 日本 と前期 の カナ ダだ けで あ る。 また、 日本 は他 の企 業群

以上 に相 対 的に強 い関係 を この フ ロー変数 との 間 に有 して い る。 ス トック変数 との 関係 に

っ いて は、 ア メ リカの継続 企業、 非継続企 業の前 期 に同 じ関係 のパ ター ンが認 め られ るだ

けで あ る。 や は り、資金 の調達、 運用行動 の違 いを基本 的 に反 映 した もの とみ られ る。 日

本の ス トック変数 との 関係 の強 さ は、他 と変わ りはな く、強 い もので はない。

付加 価値 の分配 と しての人件費 との 関係 をみ ると、 当期 はプ ラス、前期 はマイナ スの 関

係 にあ り、前 期 の関係 の方 が強 い傾 向が あ る。 また、 それ ぞれの企業 群 にお いて も、従業

員数 との関係 は相対 的 に強 い とみな され る。 ただ し、 ア メ リカ非継続 企業 はいず れ につ い

て も例 外的存 在 であ る。 企業価値 との 関係 は、 当期、前 期 とも日米 間 に同 じパ タ0ン の 関

係が認 め られ るが 、 その関係 はア メ リカの ほ うが総 じて強 く、 また、 アメ リカ は前期 との

関係 が強 くな ってい る。 配 当金 との 関係 は 日本 の ほ うが強 いが、 日米 ともに、 前期 とよ り

強 い関係が認 め られ る。 なお、 日本 の非継 続企 業 には、前期 に有意 な関係 を もた ない変数

が 際立 ってい る。逆 に、 日本、 ア メ リカの継続 企業、 ア メ リカ非継続 企業 には、 当期 、前

期 と もに、 従業 員数 を有 意 に規定 す る要 因が相 対的 に多 く認 め られ る。

製 造業 と非製 造業 を比較す ると、 日本の場合 、 当期 には、 自己資 本 を除 くと、両 者 に同

じ関係 のパ ター ンが認 め られ る。前期 にお いて は、 固定資産 と 自己資本 との 関係が 異 な っ

てい る。 当期、 前期 の関係 の強 さを比較す ると、 フ ロー、 ス トック変数 と もに前期 が強 い

製造 業 に対 して、非製 造業 は固定資産 を除 くと、 当期の 関係 の ほ うが 強い。 ア メ リカ、 カ

ナ ダは、ア メ リカ非継 続企業 の 当期 以外 は、 日本以 上 に製 造業、 非製造 業 の間で 、関係 の

パ ター ンに相違 が認 め られ る。 カナ ダの非製 造業 につ いて は、 日米 とは異 な る雇 用規定 要

因を探求 す る必 要が あ る。

5.む すび

以上、 日 ・米 ・加の上場企業を主たる対象とし、米店頭企業、日米の非継続企業を補完

的対象として、全社の動向を踏まえっっ、製造業、非製造業の分類を基礎に、それぞれの

就業構造の傾向や雇用規定要因を比較検証 してきた。分析対象期間は、1978年 か ら1996年

であった。集計データに基づ く就業構造の比較検証は、拡大基調をみせるアメリカに対 し

て、縮小均衡過程に入りつつある日本、カナダの低迷を明 らかにし、さらに、製造業の雇

用吸収力の相対的低下傾向や日本の雇用調整の動向と企業内高齢化の進展というその問題

点を明らかにした。パネルデ0タ 分析による雇用規定要因の比較は、日 ・米 ・加製造業と

非製造業における相違や類似点を明らかにした。こうして、基本的傾向こそ把握すること

ができたものの、その国際比較はデータベースの制約上、総花的な傾向の抽出に終始する

嫌いがあったことも否めない事実である。本稿における分析枠組みに準拠 しっっ、米加企
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業 と比較す ると、よ り細部にわたる諸変数を用いて、日本の雇用規定要因の分析を掘り下

げていくことが残された課題の0つ である。

注

1)関 連 す る論 稿 と して、 さ しあた り、 つ ぎを参 照願 いた い。拙 稿 「日本 の会社:資 金 調達

の分 析 一検 証:株 式 会社 『日本』 一」『経営 情報研 究』、第3巻 第2号 、1996年2月 、 同

「日本 の製 造業:空 洞 化の実 態 一検証:株 式 会社r日 本』 一」r経 営 情報 研究』、第4巻

第1号 、1996年7月 、 同 「日 ・米 ・加 製造 業の収益 力比較 」『経営情 報研 究』、第5巻 第

1号 、1997年7月 、 同 「日 ・米 ・加 非 製造 業 の収 益 力比 較 一検 証:株 式 会 社r日 本 』

一」r奈 良 大学情 報処 理セ ンター年 報』
、第8号 、1997年9月 、 同 「日 ・米 ・加製 造業 と

非 製 造業 のパ ネ ルデ ー タ分析 によ る生産 性 ・収 益 力比較 〈検証:株 式会 社r日 本 』〉」

r奈 良 大学紀 要』、第26号 、1998年3月 。

2)本 稿 で用 い る諸変数 は、 これ までの研究 蓄積 を踏 まえ て抽 出 して い る。 なお、 プ ログラ

ム は道 明が 作 成 した 。 また 、相 関係 数算 定 に は、SPSS6.1JforWindowsを 、パ ネル

デ ー タ分析 に は、TSPVer.4.3を それ ぞ れ使 った。COMPUSTATデ ー タベ ー ス につ

いて は、摂南 大学 情 報 セ ンター によ って、 デ ー タをMTか らCD.ROMへ 移 して いただ

い た。 こ こに記 して、摂 南大学情 報 セ ンターの皆様、 労を とって いた だい た田添 司氏

に深 甚な る謝 意 を表 してお く。

3)各 従業 員 間の相 関関係 を相関係 数か ら確認 してお くと、全社 、非製 造業 はす べて の変数

の 間に相対 的 に強い正 の相関 関係が認 め られ るが、製 造業 は出 向者 と他 の変 数 との関係

が弱 くな って い る。 なお、算 定数値 は、紙幅 の制約 上、割愛 せ ざ るを えな か った。

一36一



1

Go
刈
1

〔資 料1〕

単位 ・百 万
25一

20

51

Ol

5一

U-

一一 日 本

図1:従 業員数の日 ・米 ・加比較

全社

単位 ・百万

4

2

7879808182838485868788

年
一 ア メ リカ ー カ ナ ダ

8990919293949596

一 ア メ リカ ・店 頭

図2:就 業構造 ・従業員数

日本

78798081828384858687

年
一 全 社 一 製 造 業

888990919293949596

一非製 造業

単 位 ・百 万

24-

22

20

i8-

1tｺ

14

]2-

10

8

6一

図3:就 業構造:従 業員数

アメリカ

単位 ・百万

0.9

0.8

U.7

.fｺ

O.5一

0.4

7879808182 8384858687

年
一 全社 一 製造業

888990919293949596

一非製造業

図4:就 業構造:従 業員数

カナダ

7879808182 8384858687

年
一 全社 一 製造業

888990919293949596

一非製造業

「麟
油
汁
緑
諒
鑑
濡
崩

ゆ

V
黛
ー
耕
楚

Z
o
.㊤
」



ー

GO
GO
ー

単位 ・百乃
8

7

6

「
O

3

?

】

図5:就 業構造:従 業員数

アメリカ ・店頭企業

レ

7879808ユ828384858687888990919293949596

臨

0.1

0.05

,L

Ol)1〕

一〇
.1一

Q.15

一 全社
年

製造業 一非製造業

図6:従 業員数増減率の日 ・米 ・加比較

全社

798081828384858687888990919293949596

日本 一ア メ リカ

年

カナダ アメ リカ ・店頭

U.3

v.z

0

0

()1

Q.2

図7:就 業構造:従 業員数増減率

日本

U.i5…

0.1一

U.U5

798081828384858687888990919293949596

＼ー
0

一Q.U5

一〇
,1

年
一 全社 製造業 一非製造業

図8:就 業構造 従業員数増減率

アメリカ

年
一一全社 一 製造業 一非製造業

＼

「蛎
畑
メ
態
灘
艶
濤
鹸

膏

V
野
ー

Z
9

⑩
」



I

Go
㊤

1

0.2

O.15

0

0.05

o一

一U .05一

一〇
.

一U .15

0.2

)(

一〇
.

0

一U
.2

0.3

図9:就 業構造:従 業員数増減率
カナダ

U.4一

798()

一 全社

＼

＼

＼

ー

ヂ
別

'

年
一 製造業 一非製造業

図10・ 就業構造:従 業員数増減率

アメリカ ・店頭企業

80

一 全社
年

一 製造業 一非製造業

ノ

単位・千
18

61

41

12

10

8

6

4

2

図11:一 社 当たり従業員数の日米加比較
全社

単 位 ・千
2.9

2.8

2.7

＼ ・、-2.6

2.5

2.4

2.3

2.2

一 日本
年

一一アメ リカ ー カ ナ ダ ー ア メ リカ ・店 頭

図12:就 業構造:一 社当たり従業員数

日本

年
一 全社 一 製造業 一非製造業

「蝋
油
冴
緑
磁
歯

濤
歯
膏

V
黛
ー

Z

o
.
り
」



1

戯
O
i

単 位 ・千
19

81

17

61

戸h
)
1

14

31

12一

ll

Ol

図13:就 業構造:一 社当たり従業員数

アメリカ

78798081828384858687888990919293949596

単位 ・千
10

年
一 全社 製造業 一非製造業

図14;就 業構造:一 社当たり従業員数

カナダ

9

8

7

6

5

4

3

/

1

/
　 ヘへ

_¥

一 ご〉 三 翼
、

/一/

2
78798081828384858687888990919293949596

年
一 全社 一一製造業 一非製造業

単位・千

7

6

5

4

3

2

図15:就 業構造:一 社当たり従業員数

アメリカ ・店頭企業

＼
＼
＼

＼

1
78798081828384858687888990919293949596

rO

4

3

0乙

1

0.9

0.8

0.7

0.s

O.5

Q.4

U.3

0.2

一 全社
年

一 製造業 一非製造業

図16:従 業 員規模の日・米 ・加比較

製造業/非 製造業:全 社

78798081828384858687888990919293949596

一 日本 一一ア メ リカ
年
一 カ ナダ ー ア メ リカ ・店 頭

「射

海
汁
態
誌
離
腐
幅
ゆ

V
黛
ー

Z

o
.㊤
」



1

自

1

U.8

U.7

o.s

d.5

0.4

0.3

図17:従 業員構成比率の日米加比較

製造業

単位・百万
5

4

3

2

8687888990919293

年
一 日本 一 ア メ リカ ー カナ ダ ー ア メ リカ ・店 頭

図18:就 業構造 男女従業員数
日本

787980818283

一 全 社 ・男 全社 ・女

848586878889909192939495

年

製 造 ・男 一 製 造 ・女 一 非製 ・男 一 非 製 ・女

0.4

図19:就 業構造:男 女従業員数の増減率

日本

Q.3一

0.2

U.1

0

一〇
.1

一〇
.2

ノメ　 　ミ ヘ
プ　ン 　ヘへ　

・ノ ＼＼》 づフ
＼/

＼/

＼/

㌧

/A,

「1

ゆ

r

r
」%i
,

》

、

v

＼

ニ リま 　き ハ ノ へ

β 一ラ ー トこ導垂 ＼ ミ ー＼

79808182838485868788899U9192

年
一 全社 ・男 一一全社 ・女 製 造 ・男 一 製 造 ・女 一 非 製 ・男

1

8

Q
り

8

Ω
り

7
1

7

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

一58

4

0
0

り
4

◎
O

Q
O

Q
Q

7

6

7-

7
ー

93949596

図20:就 業構造:男 女従業員数の構成比率

日本

一 非 製 ・女

8687888990

年
一 全 社 一一製 造業 一 非 製 造

ン 「獣
海
冴
様
誌

鑑
虐
幅
膏

V
黛
ー
醤
艶

Z
o
・㊤
」



1

蔭
N
ー

単 位 ・T-

100

9Q

hO

70一

60

50

40

30

20

、ー〔1

図21:就 業構造:出 向者数

日本

U-

78798〔 〕81828384858687888990919293949596

0.〔〕3

O.027…

o『02

〔〕.〔〕15一

0.0レ

O.OUP

全社

奪
製造業 非製造業

図22:就 業構造:従 業員に対する

出向者数の比率:日 本

1)
78798081828384858687888990919293949596

全 ネ{

年

製造業 非製造業

単位 ・千

60Q一

500一

400

3UO一

zoo

100

図23:就 業構造 臨時従業員数

日本

0
78798081828384858687888990919293949596

U.22-一

0.')一

0.18

0.16一

U.14一

U.12

0.1

0.08

0.Ot;

U.Q9

o.oz

一一全社
年

製造業 一非製造業

図24:就 業構造:従 業員数に対する

臨時従業員数の比率:日 本

一一全 社

年

製造業 非製造業

「鼎
油
汁
様
誌
蝿

虐
醒

"

V
黛
ー

Z

o
・り
」



1

幽
cQ
l

39

38

37

36

35

34

図25:就 業構造:平 均年令
日本

61

51

87邸

年

業造製

858483

社全　

8281807978

14一

31

21

11

Ol

88899091y29399959t;

一非製造業

図26:就 業構造:平 均勤続年数

日本

ii

年

全ネ」 製造業
一非製造業

単
位

・
千
円

38一

36

39一

32

30一

28

2f;

24一

22

zo

18

61

図27・ 就業構造:平 均給与月額

日本

858687

年
一 全社 一 製造業 一非製造業

「蝋
油
汁
緑
誌
歯
誉
]囲
ゆ

V
騰
ー

Z

o
.㊤
」



1

幽
蔭
1

[資 料2]TableIRESULTSOFPANELDATAANALYSIS:LISTEDMANUFACTURINGCORPORATIONS1978-1996

Dependent:Employees

JAPANUNCONSOLIDATED

CONTINUE

Estimatedt-

Coefficientstatistic

Independent:

UCK

UCK(-1)

UCL

UCL(-1)

UCM

UCM(-!)

UCC

UCC(-1)

UCI

UCI(-1)

UCJ

UCJ(…1)

UAF

UAF(-1)

UDT

UDT(-1)

UDB

UDB(-1)

U'BW

UBW(-1)

UDN

UDN(-1)

AR-sq.

NOB

UCL:Cost

UCK:Sales

of

UCM:Selling,General

UCC:Fixed

UCI:LongTerm

UCJ:Stockholders'

NOTEニ(-1)

.571362E-025.89335

.01615616.8408

- .580062E-02-5.76210

- .015190-15.1105

- .010492-6.02304

- .025688-15.6186

- .296059E-02-5.95556

.534413E-0210.5021

.ユ15765E-022.55554

.666483E-0214.1470

.597686E-031.!7334

-
.248932E-02-4.77880

.107302×3.8102

-
.023502-9.67556

-
.593173E-02-19.0913

-
.170146E-02-6.03250

.0222866.20082

.190666E-024.46244

- .560719-6.15122

- .017946-1.98034

-
.019469-1.57877

.0575664.54778

.983935

20920

GoodsSold

and

Assets-Total

Liabilities-

Equity-

denotesvariableat

WITHIN(fixedeffects)ESTIMATION

JAPANUNCONSOLIDATEDUSAUSAUSA

NONCONTINUECONTINUENONCONTINUENASDAQ

Estimatedt-Estimatedt-Estimatedt-Estimated

CoefficientstatisticCoefficientstatisticCoefficientstatisticCoefficient

Administrative

Total

Total

t-1.Year

一
.663791E-02

.025791

.874497E-02

-
.028724

-
.032442

- .026724

- .578703E-02

.138059E-03

.291354E-02

.515123E-02

.507363E-02

.796105E-02

.176726

.017934

.285594E-02

.168878E-02

.033193

.016610

.loos30

.591777

.364074

.084353

.991172

572

Expense

dummies

一1 .30116.655856E-02

4.94912.781162E-03

1.67789-.613316E-02

-5
.16438-.316735E-03

-3
.19228-.242509E-02

-2
.76660.247637E-02

-4
.24775.123383E-02

.091598-.260243E-02

2.00105-.852954E-03

3.47203-.109266E-02

1.80652.502578E-03

2.84026-.706065E-03

12.5525.417090E-02

-1 .28909.811868E--03

-3 .02226.224306E-02

-1 .82090.841479E-02

1.28407-.742930E-02

-
.672929.041562

-
.310018.015491

-1
.83775-.887113E-02

-6 .07585-.015387

-
.946315-.669616E-03

.954896

10728

UAF:AddedValue

UDT:CommonShares

UDB:Price-High

UBW:EarningsperShare

UDN:Dividends-Common

areincludedinevery

16.5237

1.96003

-13 .2997

-.687580
-5 .52915

5.30879

4.97355
-9 .04621

-3 .21659

-3 .77079

1.38362

-1 .78467

9.59134

1.78791

.685235

2.22457

- .936960

5.32741

.080515
- .180489
-14 .2632

- .412774

一
.703853E-02

- .105305E-02

.011288

.255677E-03

.021010

.527793E-02

.227819E-02

.669347E-02

.707871E-02

.266727E-02

.832224E-02

.168620E-02

.752079E-02

.463295E-02

.025214

.642735E-02

.025233

.027139

.619855E-02

.029058

.047504

.308689E-02

.952495

3567

Distribution:Labor

Outstanding

fromOperations

regressions.

一7
.68379

-
.956655

10.1841

.203546

10.4646

-2 .58276

-3
.25423

-9
.22060

8.63742

3.01468

9.26332

-1 .78356

9.74752

6.25849

-3
.48184

.880415

-4
.12697

4.40225

.211585

-1
.12744

6.90312

-1 .12211

222186E-02

600458E-02

151981E-02

714883E-02

197122E-03

012410

183504E-02

195627E-02

131378E-02

898884E-03

112394E-02

229543E-02

028533

934715E-02

445463E-02

011267

978994E-02

649634E-02

020018

048332

408626E-02

184435E-02

956333

7150

CANADA

t-Estimatedt-

statisticCoefficientstatistic

4.58598

-10 .6197
-2 .67405

10.0913

.174593

10.5267

-4 .33337

-4 .46764

3.04396

-1 .82015

2.44069

4.50419

39.3607

-12 .0939

-1 .85783

4.04055

5.27033

3.91600

25.3581

- .273540

-1 .28575
- .567939

AR-sq.:AdjustedR-squared

NOB:NumberofObservations

.136309E-02

.425192E-02
- .893335E-03
- .652752E-02

.814986E-02

-.498347E-02

-.567493E-03

-.387241E-02

.337632E-02

.299131E-02
-.132878E-02

.356509E-02

.458812E-03

-.141623E-02

-.043006

-.591872E-03

-.028281

.021339
-33 .2119

-12 .2480

- .369626E-02

- .418900E-02

.936480

528

.843688

2,70322

- .450968
-3 .38014

2.27162
-1 .24145

- .585750

-3 .53687

2.88250

2.32432

-1 .14291

3.08733

.296032
-.902299

-3 .61793

-.052183

-1 .33311

1.17030

- .467701
- .176354

-1 .18742

-1 .37740
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TableIIRESULTSOFPANELDATAANALYSIS:LISTEDNON-MANUFACTURINGCORPORATIONS1978-1996

pendent:Employees

JAPANUNCONSOLIDATED

CONTINUE

Estimatedt-

Coefficientstatistic

Independent:

Ucx

UCK(-1)

UCL

UCL(-1)

UCM

UCM(-1)

UCC

UCC(-1)

UCI

UCI(-1)

UCJ

UCJ(-1)

UAF

UAF(-1)

UDT

UDT(-1)

UDB

UDB(-1)

UBW

UBW(-1)

UDN

UDN(-1)

AR-sq.

NOB

.01877711.6740

.01875212.0467
- .019032-11.7919
- .018569-11.9049

- .021633-5.61199

- .443618E-02-1.14068

- .230921E-02-2.95055

- .567233E-02-7.30609

.491827E-027.96670

.302262E-024.73168

.017667-11.7854

.547334E-023.50390

.12854943.5245

.082173-28.8500

.258930E-02-4.63766

.510694E-029.27541

.01157525.0797

.534057E-0225.1656

.232851-9.68564

.154563-14.8173

.012546-.431909

.0990033.36082

.983523

10293

UCK:Sales

UCL:CostofGoodsSold

UCM:Selling,General,andAdministrat

UCC:FixedAssets-Total

UCI:LongTermLiabilities-Total

UCJ:Stockholders'Equity-Total

NOTEニ(-1)denotesvariableatt-1

WITHIN(fixedeffects)ESTIMATION

JAPANUNCONSOLIDATEDUSAUSAUSACANADA

NONCONTINUECONTINUENONCONTINUENASDAQ

Estimatedt-Estimatedt-Estimatedt-Estimatedt-Estimatedt-

CoefficientstatisticCoefficientstatisticCoefficientstatisticCoefficientstatisticCoefficientstatistic

一.576553E-02

-
.467642E-02

.624111E-02

.427926E-02

.428981E-02

.225301E-02

.455558E-02

.209538E-02

.775965E-02

.226176E-02

.787045E-02

.750610E-02

.076015

.030882

.273651E-03

.358603E-02

.032165

.054788

.651497

.010063

.441057

.104515

.966217

382

iveExpense

.Yeardummies

一2 .01231.110673E-02

-1
.66831-.631936E-02

2.14222.530664E-02

1.47818.465766E-02

.848050.589401E-02

.419909.010466

1.86186-.144193E-02

.758237.316236E-02

3.45281-.495252E-03

-
.927814-.306072E-02

-3
.92563.297932E-02

3.18125-.251771E-02

5.64733.022577

-2 .53702-.012080

.240096-.052651

-3
.08824.089422

-
.831881.010396

1.46727.019700

1.39269-.025944

.087153-.533927E-02

4.03203.286846E-02

-1 .20943.296749E-02

.917663

19571

UAF:AddedValue

UDT:CommonShares

UDB:Price-High

UBW:EarningsperShare

UDN:Dividends-Common

2.76428

-16 .4002

11.4969

10.3819

13.5647

24.0866

-6 .18033

13.1402

-1 .83664

-10 .9328

10.6480

-8 .72179

78.2759

-40 .1686

-23 .6874

38.0534

2.45291

4.61394
-1 .44396
-.295595

2.55606

2.34102

一
.013276

-
.531841E-02

.017772

.546448E-02

.026180

.648592E-02

.645103E-02

.453725E-02

.836122E-02

.633697E-02

.014440

.185404E-02

.324294E-02

.368914E-02

.024490

.153601E-02

.121867E-02

.600016E-02

.709831E-02

.257070E-03

.386730E-02

.170287E-02

.781062

53323

Distribution:Labor

Outstanding

fromOperations

areincludedineveryregressions.

一46
.1281

-18
.3838

57.2163

17.5801

58.7663

14.7141

-34 .9297

24.2732

44.0457

-32
.6448

75.6236

-9 .38900

14.6013

16.6193

28.6691

-1
.78569

-1
.68817

1.:1

-3
.89385

.141193

-7 .78486

3.43053

AR-sq.:AdjustedR-squared

NOB:NumberofObservations

.481446E-02

.901715E-02

.784062E-02

-.918404E-02

-.162894E-02
-.796026E-02
-.300657E-03
-.285884E-02

.206838E-02

.116301E-02

.474702E-02

.355191E-02

.012006

.381567E-02

.119194E-02

.240812E-02

.031119

.038026

.215947

.911029

.012534

.436917E-02

.855575

7727

一4 .45332

7.72445

6.82755

-7
.51794

-
.953878

-4
.67713

-
.737522

-6 .92065

4.66750

2.44334

7.46318

-5
.51860

13.3962

-4 .43384

.528145

1.00494

-3 .54444

4.23336

-
.214302

.902731

2.78069

-
.972619
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